
2001年における労使関係の概況

■ グローバリゼーションの影響

2001年2月14日にニューデリーで開かれたインド政府の

第37回常任労働委員会（the Standing Labour Committee of

Government of India）は、グローバリゼーションの影響に

ついて次のように議事録に記している：「インド経済の世

界経済への統合は、楽観的に見ても世界諸国に比べて

それほど進んでいない。インドの貿易高はインドのGDP

のおよそ20％にすぎず、世界の総貿易高の1％に満たな

い。対外直接投資（FDI）総額は、GDPのわずか0.33％で

ある。これらのことを考慮に入れて、実施された政策変

更の影響を検討するべきである」。

経済は、1991年から実施されてきた改革によって、格

段の発展を遂げている。注目すべき動向のいくつかは以

下のとおりである。

• 改革実施後の年間平均成長率は、改革前と比較すると、

上昇しただけではなく安定化した。

• 外国からの対インド投資は、1980年代の年間平均1億

米ドル弱から1999～2000年には51億8100万米ドルにま

で増大した。

• 国内標本調査機関（National Sample Survey Organization:

NSSO）のデータによれば、貧困線以下の生活を送る

人々の割合で示されている貧困発生率が、1973～74年

の54.9％から87～88年には38.9％に、さらに最新の

データによれば93～94年には36％にまで減少した。

• 総雇用（組織および非組織両部門）の平均年間伸び率

は、1972～78年は2.8％で、83～84年には1.8％まで連

続して下落したが、87～94年には2.4％に回復した。

• 産業労働者の卸売物価指数（WPI）および消費者物価

指数（CPI）の全体的な上昇率は総じて下降した。この

10年間でのインド経済の構造改革と貿易の自由化およ

び関税引き下げの影響で、国内のインフレ率と世界の

インフレ率との格差が縮まった。

• インド経済が抱える課題は以下のとおりである。（a）国

内産業の保護から国際競争力強化への転換に向け新

たな環境に順応する、（b）コスト、品質、生産性、技術

基準、環境、安全衛生に配慮する、（c）インフラを整備

する、（d）適切な訓練を受け、多種多様な技能を持っ

た、適応性・柔軟性のある労働力の供給を増強する。

• 政府の課題は以下のとおりである。（a）雇用の増加を促

し、職業の質を向上させる政策を策定する、（b）労働

改革に取り組む、（c）社会的セーフティ・ネットを確立す

る、（d）労働基準を引き上げる、（e）訓練と技能向上に
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1. 国　名 インド（アジア）

India

2. 人　口 10億4000万人（2000年）

3. 実質経済成長率 6％（2000～2001年）

4. GDP 7兆8645.9億ルピー（大蔵省概算）、4000億ドル

（1999～2000年）

5. 1人当たりGDP 1万204ルピー、200ドル（1993～94年）

6. 労働力人口 4億241万人（2000年）

7. 失業率 9.79％（2000年）

8. 日本の直接投資額 185億円（2000年）

9. 日本の直接投資件数 10件（2000年）

10.在留邦人数 2035人（2000年10月1日）

インド



投資する、（f）社会的および物的インフラを整備する、（g）

官僚的形式主義を撤廃する。

■労働法の改革

インド政府蔵相は、2001～2002年予算提出に当たり、

政府がまもなく以下の改革に必要な改正法案を提出する

ことを議会で発表した。（a）従業員1000人以下の事業所

に対し管轄政府機関の事前の許可なくして従業員の一時

解雇、事業所閉鎖、人員削減並びに閉鎖の手段を講じ

ることができないという、1947年に制定された労働争議

法第V章を改定する。国内の事業所の90％以上が、従業

員数1000人以下の事業所である。V章の改定が遂行され、

法令が変わると、国内の組織部門労働者の85％以上が、

その生活を脅かされることとなる。（b）事業の外注と契約

ベースでの雇用を容易にするため、契約労働（廃止およ

び規制）法を改定する。これが制定されると、何万という

労働者が非良心的な使用者から不利益を被る。使用者

側は従業員数300人以下の企業における労働力調整の自

由を求めていたが、この改定は、その要求を上回る内容

となっている。また、このような提案を行うべきなのは、

蔵相ではなく労相であるとの意見も聞かれた。この発表

は、2001年2月に行われたが、その後2001年12月まで何の

動きもない。現在のところ、政府は、第2次国家労働委員

会（the Second National Commission on Labour）が報告書

を提出するまで待ったほうが適切との考えである。

一部の州政府、とりわけマハラシュトラ州政府は、労働

法の抜本的な改革案を提出したが、各種労組や政党の

強硬な反対に遭い、州全域に及ぶゼネストも行われたこ

とから、改革案の撤回に追い込まれた。

議会は、2001年に2000年労働組合法案の改定を可決

した。これは、1926年に制定された労働組合法の改定に

伴い、労働組合の登録を義務づけられる最低組合員数

は、100人もしくは従業員の10％（ただし少なくとも7人以

上）に変更された。また、組合幹部の割合も部外者が2分

の1から3分の1に引き下げられた。改正は、官報の公示

日をもって発効されるものであるが、2001年12月現在、官

報はまだ公示されていない。

■第2次国家労働委員会

インド労働会議（the Indian Labour Conference）からの第

2次国家労働委員会の設置要請、並びに産業界および中

央の労組諸団体の要請を受けて、政府は、ガンジー主義

者で1978年の労相でもあったラヴィンドラ・ヴェルマを委

員長とする、第2次国家労働委員会を設置する旨の公示

を99年10月15日に発表した。委員会には、使用者団体お

よび労働者団体から代表各2人がメンバーとして加わっ

た。委員会に対し、グローバリゼーションの進む状況の

なかで労働関連法の包括的な改革を勧告し、非組織部

門に関する一括立法を提案するよう要請がなされた。委

員会の任期は2001年10月15日までであったが、2002年2

月15日まで延長された。

委員会は、次の6つの研究グループを設置した。1法

律の見直し、2非組織部門の労働者のための一括立法、

3グローバリゼーションとその影響、4社会保障、5女

性および児童の労働、6技能開発、訓練および労働者の

教育。6グループのうち4グループがすでに報告書を提出

しており、残りの2グループも2002年1月15日までには報告

書を提出する見込みである。委員会は、最終報告書を

2002年2月15日までに提出する予定であるが、今回はこれ

以上の延期はないものと思われる。

■民営化

2000年、政府は、モダン・フーズ社の民営化を実施し

た。これは中央政府における初の民営化である。さらに

2001年の10月までに、バラト・アルミニウム社、CMC社お

よびヒンドゥスタン・テレプリンターズ社の3社が民営化さ

れた。さらに数件の民営化計画があるが、複数の入札者

がないとの理由、あるいは関係省庁からの抵抗によって、

保留されている。

4件の民営化が実現したが、バラト・アルミニウム社

（BALCO）の民営化に際しては、大規模な抗議が起こり、

67日間にわたるストライキが行われた。その際、政府は

一歩も譲らなかった。一方で、CMC社とヒンドゥスタン・

テレプリンターズ社の民営化に関しては一言の不満の声
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も聞かれなかった。モダン・フーズの民営化1年目には、

人員削減を一切行わず、同じ労働力で生産が実質倍増

した。2年目に入ると、会社側は労働組合との話し合い

によって希望退職制度を導入し、労組は経営者側との協

約を締結した。経営者側が提示した条件は、公共部門

の労働者に対する同様の制度よりも有利なものであった。

労働組合のナショナル・センターの一部は、政府による

「労働者の利益に反する」自由化政策に対し、2002年

2月の次期予算前に、全国規模の抗議ストライキを計画

している。しかしながら、労組にとって、このような大規

模ストライキに対して労働者の協力を得ることが近年難

しくなってきている。争点に基づいた団結をしているに

もかかわらず、とりわけ（国民会議派と提携する）インド全

国労働組合会議（Indian National Trade Union Congress）、

（BJP、インド人民党と緊密な関係にある）インド労働者

組合（Bharatiya Mazdoor Sangh: BMS）をはじめとする一

部ナショナル・センターは、左派主導の労組センター連

合主導によるストライキの呼びかけに参画しないのが常

となっている。

■ストライキとロックアウト

ストライキおよびロックアウトによる労働喪失日数は、

1999年の2679万人日から2000年には1672万人日に減少し

た。1999年は、労働損失日数の40％がストライキ、60％

がロックアウトを原因とするものであったが、2000年は、

ストライキを原因とする労働損失日数は全体の20％にす

ぎず、およそ80％がロックアウトを原因とするものであっ

た。労組の争議性は弱まり、他方使用者側の管理強化が

目立つ。官民両部門の大企業における大半のストライキ

は、民間部門では多くの場合無条件に、公共部門ではい

くらかの成果を得て中止を余儀なくされており、労組の

観点から見れば、失敗に終わっている。2000年に唯一成

果を上げたのは、ウッタルプラデシュ州の電気事業労働

者のストライキ（同州における電気事業改革を一時棚上

げにさせた）と、関係大臣による政治介入によって給与増

額を獲得した港湾労働者のストライキである。

ストライキやロックアウト以外の理由による労働損失日

数のほうが実は多い。インドの労働者は、8時間の所定

労働時間に対し平均5時間しか働いていない。インドの

組織部門の労働者はおよそ2800万人を数えるので、平均

すると、インドは1日当たりおよそ840万人時、すなわち100

万人日を喪失していることになる。

■争議の代替的解決

ILOのデリー事務所とILO南アジア総合チーム（South

Asia Multidisciplinary Team）は、インドにおいて協調的な

労使関係を促進するための、社会的対話に関するワーク

ショップを開催した。このワークショップは、2000年12月、

パンジャブ州およびハリヤナ州の州都チャンディガルで

開かれた。このワークショップを参考にして、パンジャブ

州政府は、人民労働裁判（Lok Labour Adalats）を開くこと

によって、長年にわたり係争中であった労働争議数百件

を処理した。人民労働裁判は、コミュニティ・レベルにお

ける争議の代替的解決の有効な手段と考えられている。

1990年代に、インドは、この種の労働争議を解決するた

めの手段として法的基盤と支援を与えるための法律を制

定した。中央政府並びに、例えばマハラシュトラ州など

のいくつかの州政府は、パンジャブ政府の先例に倣うこ

とに関心を示している。

賃金

■賃金関係法

1948年に制定された最低賃金法では、最低賃金の決

定方式を定めている。国および地域の最低賃金につい

て様々な議論がなされているが、これまでのところ改定

はなされていない。

1936年に制定された賃金支払法では、被雇用者に対

する賃金の支払規定を定めている。時間外労働には、

通常賃金の2倍が支払われるべきであるとなっている。

1965年に制定された賞与支払法では、本法の対象と

なる被雇用者に対する賞与の支払いを定めている。法

律では、賞与の最低額は給与の8.33％、最高額は20％と

定められている。また、生産性に連動した賞与の交渉に
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ついても規定している。賞与の最低額は、損益に関係な

く支払われるべきものとされている。

組織労働部門が創生期にあった1950年代から60年代

において、およそ20の部門で賃金委員会が賃金を決定し

ていた。2001年には、ジャーナリストその他新聞社従業

員が、1955年ジャーナリストその他新聞社従業員（業務

条件および雑則）法に基づき、賃金委員会を設けている。

公務員に関しては、給与委員会が賃金を定めている。

組織労働者（経営幹部以外）については、団体交渉が主

流を占めている。労働者全体の93％を占めている非組

織労働者のなかで、最低賃金法の対象となっているのは

ほんのわずかである。賃金および物価手当（インドでは

物価上昇時の目減り補償手当と呼ばれている）の改定が

裁判所によって決定されることは珍しくない。

公共部門における賃金の最低水準と最高水準との格

差は、1970年代初期は20倍であったのに対し、2001年に

はおよそ6倍となった。この格差は、民間部門のほうがよ

り大きい（賞与や歩合を加算すると100倍以上になる場合

もある）。また、同じ職場で同様の技能を有し、同様の

責務を負う労働者でも、正規社員であるか、自由契約も

しくは臨時労働者であるかにって、格差は非常に大きい

（最高10倍に達する場合もある）。

賃金構造は一様ではない。基本給の水準は、かつて

は今より低かったが、賃金改定のたびに（現在民間部門

では3年から5年に1度、公共部門では10年に1度）物価手

当が加算され、全額または一部が支給されている。した

がって、現行の賃金水準は、技術格差を適切に反映した

ものになっていない。一般に、労働協約で賃金20～32項

目が網羅されていることはあまりない。賃金構造の主要

項目としては、本俸、物価手当（目減り補償手当）、家賃

手当、都市補償手当などである。部門や所在地によって

かなり標準化がなされている。

準備基金の拠出は、一般に使用者および従業員がそ

れぞれ12％である。退職金は、勤続5年以上について、

勤続1年ごとに半月分の給与相当額で算出される。年金

は、公共部門では一般的であるが、民間部門では普及し

ていない。1990年代半ば、政府は、すべての産業労働者

を対象に準備基金を年金制度に転換した。一部労働者

と労組はこれに反対しており、年金の額では不十分で、

魅力に欠け、準備基金の利息のほうが有利であるとして、

裁判に訴えている。

近年、年金改革と年金基金の積立が議論の的となって

いる。

賃金の一般的な支払方法は、現金での支給か、あるい

は銀行振込である。政府の事前の許可があれば例外と

して一部現物給与も認められている。

■公共部門の賃金改定

1997年1月1日、多数の国営企業において労働者の賃金

改定が予定された。組合は、国営企業の賃金と公務員

の賃金の比較を行った。第5次中央給与委員会（Central

Pay Commission）は、公務員の給与および給付を改定し、

40％の引き上げを行った。同委員会はまた、3年間で

30％の人員削減を行うことを勧告したが、これは実施さ

れなかった。公共部門の職員の賃金は、かつては5年に

1回、公務員の賃金は10年あるいはそれ以上の期間に1

回の割合で改定されていた。今回政府は、公共部門の

賃金も10年に1回の改正に改め、組合は10年間の賃金協

定に署名しなければならないと命じた。長期にわたる交

渉の末、いくつかの公営企業は、2000年から2001年にか

けて賃金協定に署名した。価格統制下にあって、豊富な

資金を有する石油会社は、65％の賃金引き上げの改定

を行った。バラト・ヘビー・エレクトリカルズ社をはじめと

して競合関係にある企業は、そのおよそ半分で折り合い

をつけた。赤字企業244社中100社以上は、1992年以降、

賃金の改定は行っていない。

国家応用経済研究審議会（National Council of Applied

Economic Research）の調査によると、製造部門の平均賃

金コストは9％であることが明らかになったが、これは、

公共部門の製造業（石油を除く）の賃金コストの半分であ

る。景気後退あるいは不況により、民間部門の経営幹部

並びに情報技術部門の従業員の賃金は、2001年には大

幅な引き上げは見られなかった。一部では、賃金および

給付の引き下げが行われた。
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労働時間、休日、休暇

■労働時間に関する法律

1948年に制定された工場法では、1週間の労働時間は

最大48時間と定められている。1936年に制定された賃

金支払法では、労働者の時間外労働時間の許容範囲を

規定し、時間外手当は通常賃金の2倍と定めている。年

間の休日と出産休暇（12週間）については別々の法律が制

定されている。臨時休暇（通常最低7日、最高11日）、特

別休暇（通常21日間の勤務につき1日）、病気休暇（累積規

定あり）に関する慣行についても同様である。また、1948

年に制定された従業員国家保険法では、病気の従業員

および事故の被害者となった従業員の休暇について規定

している。制度の運用方法について、同法に基づいた一

定の給付は労働者が1日以上欠勤した場合に限り支給さ

れていることから、多くの使用者は、労働者が計画的な

欠勤をするのではないかと考えている。

■企業の一般的慣行

一部では労組が休暇の交渉を行っている。勤続年数

に基づいて休暇の権利を定めている労働協約もある。

休暇を取らずに、その分金銭を受け取ることも認められ

ている。また、慢性病を患い、他の生計手段を持たない

従業員などが、困窮した場合、企業もしくは法律が実際

に定める範囲を超えて引き続き所得を得られるように、

他の従業員が自分の休暇の一部（従業員1人当たり1日程

度）を困窮している従業員に貸与する制度（休暇銀行）を

設けている企業もある。

産業労働者となった最初の世代が依然農業を兼業して

おり、収穫期や宗教上の祝祭などの際には農業を優先す

るような農村の工業地域では、常習欠勤が大きな問題と

なっており、時間厳守、規則正しい勤務、あるいは無断

欠勤廃絶に向けて、奨励策を設けている企業もある。

また、時間外労働は有害な慣行であり、計画性の欠如

を反映したものと考えている企業もある。このような企業

は、時間外労働制度の中止を考えている。

インドでは、大規模な祝祭は地域によって異なる（西ベ

ンガルでは、ダシャラーの祭りの間は少なくとも1週間休

日となる。同様に、マハラシュトラでは、「ガネーシュ・

チャトゥルディ」が大きな祭りである）。宗教上の祝祭や

他の行事について、インドには一定の公休日（共和国建国

記念日、独立記念日、マハトマ・ガンジーの生誕記念日な

ど、国その他の公休日）と、希望する者のみが休暇を取

り、他は通常どおり勤務する制限的休日の制度がある。

福利厚生

■育児・家族介護関連法

（1）女性従業員が30人を上回る事業所では、託児所が整

備される（1948年に制定された工場法。巻きたばこや

葉巻、あるいはプランテーションなどの特定の職種に

関する他の法律では、例えば、巻きたばこ・葉巻産業

では女性労働者50人を雇用する場合に限り託児所が

設置されるなど、異なる基準が定められている）。

（2）授乳時間（1951年に制定されたプランテーション労

働法）。

（3）いくつかの職種では、女性の夜間労働、鉱山での労

働などが禁止されている。

（4）職場における女性労働者へのセクシュアル・ハラス

メント（1946年に制定された産業雇用（内務規定）法

の下で「違法行為」と定義されている）に対する保護

策の規定。

（5）1961年に制定された出産給付法により、産休、産前

産後の一定期間の過重労働免除、並びに、51年に制

定された従業員国家保険法（一般規定）によって医療

扶助が定められている。

（6）1976年に制定された同一報酬法（性別による賃金差

別の禁止）。憲法の定めに従い、採用および業務規

則における差別も禁止されている。

■企業の標準付加給付

法定および法定外の労働福祉施策で最も優れた事例

は、以下の表に明示されているタタ鉄鋼会社（TISCO）の

施策である。
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労使関係

■国レベルにおける概況

インドの労使関係制度は、依然植民地時代の法制の影

響を受けている。植民地時代の法令が今なお施行され

ている。労使関係の特徴は、敵対的なことである。近年、

経済の自由化に伴い、協力的な関係を育成する必要性

が認識されるようになってきた。しかしながら、構造調整

と国際的な競争が進むなかで、協調的資本主義とは、自

分が働く企業の生き残りのためには、労働者と組合が闘

わなければならないことを意味する。これは、労組に

とって深刻なジレンマとなっている。組織部門における

大規模な人員削減は、労組にとってよりどころである組合

勢力の減少を引き起こしている。組合は、民間部門に比

べ公共部門では今なお強力である。しかし民営化が進

むなか、労組の役割が軽んじられる傾向にある。インド

の労組の将来は、全労働者の93％を占めている非組織

労働部門にかかっている。労働者および労組の観点から

見て、大半のストライキが目的を達成することができない

現状にあって、労組は旧来の目標を守るための新たな手

段を探すことが必要になる。情報技術部門を含め、急成

長を遂げているサービス部門は、一般的に組合のない

状態である。また、製造業の新たな未開発分野も一般的

には組合がない。労働関係法の規制緩和は依然実現に

はほど遠いものの、政治家、官僚および司法の姿勢は、

経営者寄りに変わっている。大半の州では、雇用創出を

願って、資本の誘致に努めている。

労使関係の重要問題は、人員削減や臨時雇用および

契約雇用への転換による組織部門における雇用機会の

減少である。

■主要な全国レベルの労連と経営者団体の概況

インドには、次の5つの主要ナショナル・センターがあ

る（4つの産業と州において組合勢力50万人）。インド労

働者組合（Bharatiya Mazdoor Sangh：中央ではインド人民

党と緊密な関係にあるが、正式な関係は結んでいない）、

インド全国労働組合会議（Indian National Trade Union

Congress：国民会議派と提携）、インド労働者連盟（Hind

Mazdoor Sabha：社会主義者と緊密な関係にあるが、どの

政党とも提携してない。かつて幹部は国民会議派と緊密

であったが、近年はいくつかの問題については左派の労

組、とりわけ全インド労働組合会議（All India Trade Union

Congress）と連合を深めている）、全インド労働組合会議

（右派共産党（Communist Party of India）と提携）、インド労

働組合センター（Centre of India Trade Unions：マルクス主

義、左派共産党（Marxist Party）と提携）。大半のナショナ
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タタ鉄鋼会社における労働福祉施策

福祉施策 TISCOでの導入（年） 法律の施行（年） 法的措置

1日8時間労働 1912 1948 工場法
無償医療扶助 1915 1948 従業員国家保険法
福利厚生部の設置 1917 1948 工場法
子どものための教育施設 1917 – –

不平、業務状況、苦情処理のための職場委員会の設置 1919 1947 労働争議法
有給休暇 1920 1948 工場法
労働者準備基金制度 1920 1952 従業員準備基金
労災補償制度 1920 1924 労働者補償法
見習工、職人、工学系卒業生のための技術訓練機関 1921 1961 見習工法
出産給付 1928 1946 ビハール出産給付法
利益分配賞与 1934 1965 賞与法
退職金 1937 1972 退職金支払法
通勤途上での交通事故に対する見舞金 1979 – –

社会監査 1980 – インドで初めて
年金制度 1980 – –

重要なビジネス・プロセスとしての社会的責任 1988 – –



ル・センターは、州レベルおよび特定の産業部門で組織

化された加盟組織を有している。その結果、各部門には

複数の産業別連合がある。労組間の機構上の団結は今

なお実現は難しいが、賃金や物価手当などの共通の問

題については、問題に基づいた団結が可能と思われる。

ILOや国レベルでの協議においては、3つある経営者

団体が、インド使用者協議会（the Council of Indian

Employers）と称する緩やかな連合体を結成している。3

団体とは、インド使用者連盟（Employers Federation of

India：元来はインドの外資系企業を代表）、全インド使用

者組織（All India Organization of Employers：元来はインド

企業を代表）および公営企業常置会議（St and i n g

Conference on Public Enterprises：国内の公営企業、とりわ

け国営企業を代表）である。加えて、大企業および中堅

企業を代表するインド産業連盟（the Confederation of

Indian Industry）および中堅企業を代表する全インド使用

者組織も国レベルにおいて代表派遣の権利を付与され

ている。全インド使用者組織はILOにも代表を派遣する

権利を与えられている。近年においては、小規模企業の

使用者連合も、国および国際レベルの両方において独立

した代表派遣の権利を与えられている。

概して、経営者団体および労働者団体の双方の代表性

は、公共部門の場合を除き、極めて低い。労組は新たな

問題を抱えている。すなわち、政治的関係にもかかわら

ず、いずれの与党も、イデオロギー上の相違に関係なく、

新自由主義的なマーケット政策を遂行しているようであ

り、労組にとっては政党との連合が難しくなってきている。

例えば、西ベンガル・インド労働組合センターは、西ベン

ガル州の左派連立与党の主要メンバーである左派共産

党の「ニュー・レフト」政策との関係で緊張を感じている。

政府もまた、中央において労働省より大蔵省および内務

省が優勢であるために、また州政府の与党が中央での連

立与党のメンバーでない場合には、州政府と中央政府が

緊張関係にあって、政治的に対極化しているために、一

貫性のある政府の統一見解をなかなか明らかにできな

い状況にある。

■労使関係法

インドは、ILOの結社の自由に関する条約87号および団

体交渉権に関する条約98号を批准していない。しかしな

がら、憲法では、7つの自由の1つとして結社の自由は認

められている。労組はかなりの自由を享受している。例

えば、警察や公務員などストライキが禁止されている領

域においてストライキが組織されても、政府が制裁を

行ったことはない。公務員の組合や管理職の組合は、労

働組合ではなく福利厚生団体として認められている。労

働争議法は、経営側および組合側双方の不公正な労働

慣行について詳述している。同法に基づく紛争解決制度

は、自然的正義の原則を認めている。団体交渉が失敗し

た場合、調停、仲裁、裁定をそれぞれ求めることができ

る。前述したように、近年は、人民労働裁判所（Lok

Labour Adalat）の制度も試みられている。

また高等裁判所あるいは最高裁判所に上訴する権利

もある。労働争議法にもまた、3層構造の裁定制度、す

なわち、労働審判所、労使審判所、および明確な管轄権

を有する全国争議審判所の3機関が定められている。調

停はあまり有効ではなく、また仲裁はそれほど普及して

いない。労働裁定が最も広く行われている争議の解決

法であるが、これも煩雑で時間のかかる訴訟手続きで

ある。

労働は、インド憲法に基づき競合管轄権の対象となっ

ている。したがって、各州政府も労使関係に関する一定

の問題について様々な法律を制定している。合計で165

を上回る労働法が存在する。これらの法律の大半は、全

労働者のおよそ7％を占める組織労働者に適用されてい

るにすぎない。残りの93％に相当する労働者の多くは、

大半の労働法並びに最低限の保護の対象外に置かれて

いる。州政府は、民間部門、多国籍企業、単体公営企業

にとって適切な政府となっている。

■団体交渉制度

法律（1947年に制定された労働争議法）は、団体交渉

よりも裁定を奨励している。団体交渉は、民間の中堅お
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よび大企業並びに公営企業で盛んに行われている。団

体交渉の対象となっているのは、総労働力人口の2～3％、

あるいは組織労働者の3分の1にすぎない。団体交渉は

主として企業レベルで行われている。例えば、繊維やエ

ンジニアリングなど、民間部門が優勢な伝統的産業では、

地域・産業別の団体交渉が行われている。また、港湾、

銀行、鉄鋼、石炭など、公共部門が優勢な産業では、全

国レベルでの団体交渉が行われている。

■労使協議

1975年、インドでは憲法改正が行われ、労働者の経営

参加を奨励し、保証するため、国家政策指令原則に第43

（A）が加えられた。1990年には、労働者の経営参加法案

が議会上院（Rajya Sabha）に提出された。しかし、それか

ら11年が経過した今も、まだ審議されるに至っていない。

職場委員会は、法律によって義務づけられているが、全

く設置されていないか、たとえ設置されていてもあまり機

能していないのが一般的である。労働者と使用者双方

の代表で構成されるcanteen committeeや安全委員会は、

最低従業員数を雇用するすべての企業に設置が義務づ

けられている。政府は、労働者の経営参加を奨励するた

め、様々な計画を随時発表している。しかしながら、実

施に向けて真剣に検討されたことはない。労働者は、情

報に対する権利を享受していない。インド政府によって

設置された労働者教育中央委員会（Central Board of

Workers’ Education）では、労働者の経営参加を推進する

ために、研修プログラムを実施している。2000～2001年

中に同委員会は、30のプログラムを実施した。経営幹部

並びに使用者の封建的な風潮や姿勢が、これらの計画

の成功を阻んでいる。有能な経営がなされている民間

企業や多国籍企業では、多くの場合、5S活動、「改善」、

QCサークル、提案制度などの日本の制度を活用した従業

員の直接参加が広く行われている。一部企業では、この

ような直接参加方式が大きな成果を上げており、会社と

労働者の双方にとって膨大な利益を上げていると報告し

ている。ILOは、「協働」に関するプロジェクトSAVPOT

（South Asia and Vietnam Project on Tripartism：政労使三者

協力に関する南アジア・ベトナム・プロジェクト）をノル

ウェーの援助を得て実施しており、プロジェクトでは、協

力の経験についての資料作りに着手した。二者協力が成

功すれば、三者協力並びに社会的対話の成功に向けて

の道も開かれると思われる。

労働行政

労働は、インド憲法の競合管轄権リストに含まれてい

る。したがって、ある事柄に関しては、中央政府および州

政府の双方が法律制定の競合管轄権を有している。公

益事業および石炭などの一部インフラ事業を除き、州政

府が労働法を実施するうえで適切な当局となる。1人の

政府の役人が何役もこなし、複数の法律を管理している。

状況報告書も数え切れないほどある。彼らが、情報を収

集して、データを表にまとめたり、発表できるようセンター

に供給することになっている。しかしながら、報告しな

かったり、過小報告したり、あるいは誤った報告を行うな

どが横行しており、深刻な問題となっている。

労働行政は、労組の登録、労働協約の承認、労働争議

の仲裁・調停を行うものとされている。下層および中層

の職員は、訓練も十分受けておらず、準備も整っておら

ず、多くの場合十分な権限も有していない。しかしなが

ら、上層レベルになると、労働省の役人は、ほとんど説

明責任もないまま、無制限の裁量権を持っている。彼ら

は、争議が生じた場合のみならず争議を察知した場合、

争議に介入することができる。彼らは、措置を講ずるあ

るいは講じないことによって、自分の望む形で労組の動

きに影響を及ぼすことができる。

この数年、書式の簡素化や合理化あるいは労務調査

の必要について盛んに議論されてきた。いくつかの州が

措置を講じている。アンドラプラデシュ州政府は、簡素

化・合理化した書式や状況報告書のCD-ROMを発行し

た。ラジャスタン州政府も簡素化を推進し、数多くの小

規模産業についていくつかの状況報告書の提出を免除

した。ウッタルプラデシュ州政府は、労働監督官の事前

の許可を受けた場合に限り、労働調査官は調査を行うこ
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とができるものとするとの指示を出した。汚職が一部で

蔓延している調査官体制を廃止する措置が提案されてお

り、労組は関心をもって注目している。

労働関係法の概要

およそ165の労働関係法が制定されている。それらは

以下のカテゴリーに分類できる。

（1）規制：労働条件などを規定している1948年工場法、

1946年産業雇用内務規定（雇用規則）法。

（2）労使関係：1926年労働組合法、1947年労働争議法。

（3）賃金：1936年賃金支払法、1948年最低賃金法、1965

年賞与支払法。

（4）社会保障：2種類の社会保障がある。拠出型制度に

ついては、1948年従業員国家保険法、1952年従業員

準備基金・雑則法。雇主責任制度については、1923

年労働者災害補償法、1961年出産給付法、1972年退

職金支払法。

（5）職業：巻きたばこや葉巻、鉱業、プランテーションな

どの関係産業の特性を考慮して個別の法律が制定

されている。

（6）厚生資金：一定の職業グループの厚生資金を定める

法律。

上記のリストは、一部の例を示したもので、包括的な

ものではない。

下の表に、主要な労働基準および社会条項に関する

憲法および法律上の枠組みを説明する。

社会保障

インドにおける通常の法定社会保障制度は、拠出型社

会保険制度と雇主責任制度の2つに大別される。主要な

拠出型制度には、1948年に制定された従業員国家保険

法および52年の従業員準備基金・雑則法に基づく制度が

含まれる。雇主責任制度については、1923年に制定され

た労働者災害補償法、61年の出産給付法および72年の

退職金支払法に基づく制度が含まれる。これらすべての

制度は、基本的に、インドの総労働力人口のおよそ7％を

占める組織部門に適用されている。これらの法令のうち

いくつかは非組織労働者にも適用されるものの、使用者
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社会条項およびインドの法令の内容

社会条項の側面

結社の自由に関する条約および団体交渉権に関する条約（ILO条約87
号、98号）。

1930年強制労働に関する条約および1953年強制労働の廃止に関する
条約（ILO条約29号、105号）。これらの条約は、あらゆる形態の強制
労働の段階的廃止を定めたものである。最悪形態の児童労働を終わ
らせるための迅速な行動に関する条約（ILO条約182号）。

1951年同一報酬に関する条約（ILO条約100号）。目的は、報酬の男女
差別を撤廃し、同一価値の労働について男女に同一の報酬を規定す
ることにある。同一価値の労働を判断する4つの基本的根拠は、技能、
努力、責任および労働条件である。

1958年雇用および職業の差別に関する条約（ILO条約111号）。これは、
平等な待遇を無効にする、または損なう効果を有し、法律の結果だ
けでなく既存の役職や慣行の結果でもある差別、排除または優遇を
対象とする。

1973年就業の最低年齢に関する条約（ILO条約138号）。これは、雇用
の最低年齢は通常15歳、危険な職業の場合は18歳とすることを定め
ている。

インド憲法／法令

結社の自由は、インド憲法において基本的権利として保障されている。
1926年労働組合法は、ILO条約87号および98号の一部目的にかなっ
ている。しかしながら、インド政府は両条約を批准していない。

憲法第23条および1976年奴隷労働制度（廃止）法。インドはILO条約
29号は批准しているが、105号は批准していない。インドは条約105号
および182号を批准する準備を進めている。

憲法は、男女平等の原則を擁護している。1926年同一報酬法は、男
女に同一報酬を求めている。

憲法は、平等を擁護し、差別を非難し、社会において不利な立場の
人々に対する優遇措置を奨励している。
ILO条約111号は批准されている。

1986年児童労働（禁止および規制）法は、14歳以下の児童の雇用を禁
止している。最低年齢に関する法令はいくつかあるが、法令によって
規定は異なる。特定の重工業および危険産業における児童の雇用は
法律で禁止されており（附属書A第3部）、政府は、これを厳格に実施
する措置を講じている。公益に関する訴訟で裁判所の判決は、児童
労働の禁止と規制を積極的に支持している。



の脆弱な経済力状態、臨時雇用という立場、労働者の無

知と低い組織化率、労組および政府役人の無関心と無能

などのため、非組織労働者にはまだ恩恵がもたらされて

いない。

労働者は退職した場合、以下の給付を得る。

• 1952年の準備基金法に基づく準備基金。

• 1972年の退職金支払法に基づく退職金。

• 1965年の年金制度に基づく年金。

社会保障を労働力人口の93％を占めている非組織部

門の労働者に及ぼすことは、極めて困難な課題である。

インドには、失業保険制度がない。一部の州政府、並

びに中央政府も、各種の特別雇用制度や失業保障制度

を発表、実施しているが、対象グループの極めて少数を

対象としているにすぎず、また、受益者を貧困線から上

に引き上げるためには不十分な雇用と、わずかな収入を

提供しているだけである。これらの制度の大半は、管理

費が異常に高いものとなっている。ケララ州とマハラ

シュトラ州は、ポーターなど様々な職業グループを対象と

する特別厚生資金とプログラムを用意している。

経済の自由化とグローバリゼーションによる競争の課

題に取り組むべく経済の再編を進めるなかで、官民の大

企業において労働力が余剰となったときには、いつでも

関係労働者が早期退職を選択できる。会社の労働力の

合理化を促進する結果になった場合には、勤続1年につ

き15日分の給与ではなく、少なくとも45日分の給与が補償

金として支払われる。

政府は、2002年中に、第2次国家労働委員会の勧告に

基づき、社会保障の分野で、非組織部門を対象とする一

括立法並びに組織部門を対象とする新たな計画につい

て、決定を行うものと期待されている。

1997年には、第5次給与委員会が、公務員の年金を改

善して、生計費指数に連動させる措置を講じた。公務員

も拠出を開始しないと、政府が公務員の現行の年金水準

を持続できないのではないかと懸念されている。

現在、年金基金を株式などに投資する問題について

議論が巻き起こっている。しかしながら、労組は年金基

金をリスクにさらすことに反対しており、政府が投資によ

る収益を増大させるようなことをしなくても給付を改善す

ることを期待している。

政府の外資系企業対策

外国からの直接投資（FDI）および証券投資に関する政

策および手続きは、長年にわたり、段階的な自由化が行

われてきた。現在では、少数のネガティブ・リストを除き、

すべてのFDIは、自動認可ルートに基づいて許可される。

電子商取引を含め、一部の部門では100％の外資も可能

である。資本の完全な自由化については近い将来実現

する見込みはない。2000年4月1日、政府は、輸出品生産

に対し煩わしい手続きを排除した国際競争力のある環境

を提供するべく、国内各地に経済特区（SEZ）を設置する

新計画を発表した。これらの経済特区で操業する事業体

は、インドの関税対象領域外にあると見なされ、全く自由

な営業が認められる。これらの事業体は、資本財や原材

料を無税で輸入でき、また、国内関税区域（DTA）からも

物品税を支払うことなく資本財や原材料を入手できる。

外国からの100％の直接投資も認可される。SEZと港湾

との間の商品の移動は無制限である。唯一の条件は、

SEZ内の事業体の収入は純外貨でなければならないとい

うことである。

インド政府は、ILOに対し、社会政策および多国籍企

業に関するILO三者宣言についての報告書のなかで、イ

ンドは、インドの労働法の遵守に関して、多国籍企業に

はなんら問題がないと回答している。労組のなかには、

とりわけ米国と韓国をはじめとする諸外国の多国籍企業

は労組を敬遠する傾向にあると感じているものもある。

しかしながら、これに関して重要な裁判事例や紛争は一

切起きていない。労組はまた、グローバリゼーションや

投資誘致の必要性から、政府が外国資本に保証を与え、

組織労働者に対する既存の保証や保護を撤回、あるいは

撤回を提案しようとしていることにも危惧を抱いている。

製薬業界など一部産業部門では、労組は多国籍企業

においても強力な勢力を保っている。銀行業においては、

公共部門の銀行に比べ、多国籍銀行の労組は弱体であ
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る。これは主に、多国籍銀行が先端技術を活用しており、

役員以外の一般職員の雇用が最低限に抑えられている

からである。とはいっても、多国籍銀行も、銀行業部門

における全国レベルの産業別労働協約の対象となってい

る。また、多国籍企業が圧倒的な地位を占めている情報

産業やその他コール・センター（例えばGEキャピタル経営

のもの）などのサービス部門においては、労組は存在し

ないか、あっても勢力は弱い。労組は、保険事業の民営

化に反対し、政府から、既存の保険事業は民営化しない

との約束を取り付けたが、民間企業や多国籍企業との競

争は認められることとなる。

日本企業にとって注目すべき諸問題

マルティ・ウドヨグ社では、2000年10月から12月にかけ

て、また2001年半ばにストライキが行われた。経営者側

は、無条件で労働者を仕事に戻すことができた。2001年、

経営者側は労組書記長を停職処分に付した。スズキが

同社の過半数の株主である。政府も株式の49％近くを保

有しているが、労組に屈することなく、会社側に事態への

対処を任せた。

文化の違いが大きいことが、日本の慣行をインドに移

植することを困難にしている。例えば、マルティ社では、

同じ制服を身につけ、同じ食堂を使用しているが、オー

プンで効果的な意思疎通を図ることができなかった。日

本企業にとって宗教は重要な問題ではない。日本企業に

とって、官僚的形式主義や、劣悪で信頼性の低いインフ

ラなどのほうがより大きな障壁となる。また、仕事に対す

る姿勢や倫理も重大なハンディキャップとなる。インド人

は、ジャスト・イン・ケースを信条としており、日本方式の

ジャスト・イン・タイムに対処することはなかなかできない。

5S活動も、インドでは労働の尊厳について異なる観念が

あるために実践が難しい。インド人はまた、日本人と比較

すると不明確さに対して寛容な傾向にある。インド人は、

計画の立案に当たって、実施の可能性を軽視する傾向が

ある。

日本企業およびその他の外資系企業がいらだちを覚え

る主な問題は、官僚的形式主義と、信頼性の低いインフ

ラである。労使関係の分野では、過度の政府の介入、い

らだつほどの紛争解決の遅さ、不採算企業の資産売却

に関する時代遅れの法律、組合の多様性、労働争議の原

因となる競合労組間の政治的対極化、労組認可の標準

規範の欠如などが問題となっている。裁判所の裁定も予

測が難しく、幅広いものとなりつつあり、裁判官自身が法

律を作る場合もある。
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